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研究成果の概要（和文）：東アジアにおける自由貿易協定（FTA）利用額のデータを用いて、2つの課題について
研究を行った。第一に、複数のFTAが利用可能なときの関税スキーム選択を分析した結果、取引額が大きいほ
ど、最恵国待遇スキームではなく、FTAが用いられること、そしてFTAの中では、より原産地規則が厳しくない、
もしくはより特恵関税率が低いFTAが選択されていることが示された。第二に、原産地規則遵守にかかるコスト
と原産地証明にかかるコストを計測した結果、前者は製造原価の1.5％程度であること、後者は輸出固定費の14
％程度であることが示された。またこれらのコストは輸出入国における港湾の効率性や汚職度と有意に関連して
いた。

研究成果の概要（英文）：I studied two kinds of topics using the utilization data of free trade 
agreements (FTAs) in East Asia. First, I examined firms’ tariff scheme choice when multiple FTAs 
are available. My result showed that when transaction values are larger, firms are more likely to 
choose FTA regimes rather than the most favoured nation regime. Among FTA regimes, furthermore, 
those with less restrictive rules of origin or lower preferential tariffs are likely chosen. Second,
 our median estimates show that costs for complying with rules of origin are around 1.5% of 
production costs, while costs for certifying origins are around 14% of fixed export costs. 
Furthermore, I found that these costs are significantly associated with port efficiency and 
corruption level in exporting and importing countries.

研究分野： 国際貿易論

キーワード： 地域貿易協定　FTA利用率　アジア　関税率

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
複数からの関税スキームの選択の分析、および原産地規則・証明にかかるコストを別々に計測することのいずれ
も、学術的に新しい試みであった。そして、前者では各FTAの利点、欠点を比較しながら合理的な選択が行われ
ていること、後者では制度的な要素がFTA利用コストと密接に関連しているという、新しい発見がもたらされ
た。とくに後者は、今後、FTA利用を促進していくための政策を考える際に、有効な示唆を与えるものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
2016 年 4 月時点で、日本では 14 の経済連携協定（EPA）が発効していた。そして 2015 年 10

月には、環太平洋パートナーシップ（TPP）も大筋合意がなされ、日中韓 EPA、日・欧州連合 EPA、
東アジア地域包括的経済連携（RCEP）等、重要な地域協定の交渉が行われていた。結果として、
EPA は国民の関心がこれまでになく高い経済事情の一つとなっていた。このように、多くの EPA
が既に締結され、また交渉されているため、今後は、「いかに EPA 網を広げていくか」という点
から、「いかに EPA の利用を促進していくか」という点に重心が移っていくと思われる。 
EPA を始めとする自由貿易協定（FTA）は、国際貿易論にて古くから扱われているトピックで

ある。とくに重力モデル（e.g. Baier & Bergstrand, 2007, JIE）や Global Trade Analysis 
Project（GTAP）モデルなどを用いることで、FTA の貿易創出効果が計測されることが多い。こ
うした伝統的な分析とは異なり、より近年では通常の貿易データではなく、関税スキームごとの
貿易データを用いて、FTA 税率のもとでの取引（FTA 利用額）が直接的に分析されている。とく
に 2015 年 5 月、ついに我が国においても、こうした FTA 利用額が公表されるようになった。 
 
２．研究の目的 
日本を始め、東アジア各国における FTA 利用額に関するデータを収集し、主に 2つの課題につ

いて研究を行った。第一に、複数の FTA スキームが利用可能な状況下における、企業の関税スキ
ーム選択を理論的、実証的に分析した。実際、2022 年現在では、既存の FTA に加え、TPP や RCEP
など、いわゆるメガ FTA が発効したため、FTA 網の重なりが増え、企業は多くの FTA スキームか
ら実際に利用する関税スキームを選択する状況が増えている。そこで本研究課題では、東アジア
の貿易を対象とすることで、複数の FTA スキームが利用可能な状況下における、関税スキーム選
択を理論的、実証的に分析した。 
第二に、国ペア別・製品別の FTA 利用コストを計測した。上述の通り、今後は「いかに FTA の

利用を促進していくか」という点に政策的な重心が移っていく。その際に、いかに FTA を利用す
る際にかかるコストを削減していくか、という点が重要となる。そのため、まずはコストの大き
さを把握し、さらにどの部分のコストがより負担となっているのかを明らかにすることが重要
となろう。そこで、商品や国ごとの違いを利用して、FTA 利用コストの詳細な構成要素を探り、
企業の FTA 利用を促進するうえで重要な要素を探った。 
 
３．研究の方法 
 両課題とも、理論的な分析、実証的な分析から成る。また、いずれの課題も FTA の利用額に関
するデータが必要となる。そのため、研究協力者の協力のもと、タイ、インドネシア、フィリピ
ン、韓国、日本、台湾における、輸入時の FTA 利用額データを収集した。また、具体的な分析に
際しては、特恵税率、原産地規則に関する情報も必要となるため、これらのデータについても並
行して収集、整備を行った。これらのデータを利用しながら、次のように分析を進めた。 
 
(1) 関税スキーム選択 

理論的な分析では、Cherkashin et al. (2015, JIE)や Hayakawa and Yoshimi (2016, IDE 
DP No. 614)のような、2つの関税スキーム（FTA 及び最恵国待遇）における選択問題を考え
ている理論モデルを、複数の FTA スキームを含む形の選択問題へと拡張した。とくに、ある
FTA の利用に対して、他の FTA 特性（特恵税率など）が影響を与えるような形のモデルを構
築している。実証的な分析では、こうして構築された理論モデルから導出される仮説を、FTA
利用額データを用いながら実証した。具体的には、各 FTA スキームが選択されるのは、当該
スキーム、およびその他のスキームがどのような特性を有しているときかを分析した。 
 

(2) FTA 利用コストの計測 
理論的な分析では、Hayakawa and Yoshimi (2016, IDE DP No. 614)のフレームワークのも
と、FTA 利用コストを計測するための構造方程式を整理した。とくに、原産地規則の遵守に
かかるコストと、原産地証明にかかるコストを分けて計測するための方法を構築している。
また、計測方法を構築後、本方法にどのような利点、欠点があるかを理論的に検討した。そ
のうえで、FTA 利用額データを用いながら、実際に FTA 利用コストを実証的に計測した。 

 
４．研究成果 
本研究で得られた成果は以下のようなものである。 

 
【関税スキーム選択】 
 日本の輸入時における FTA 選択について理論的、実証的に分析した。とくに、二国間 FTA と

日 ASEAN FTA の両方を有する国からの輸入を分析対象とした。結果として、自己効果とし
て、二国間 FTA（日 ASEAN FTA）の関税率が低下すれば、二国間 FTA（日 ASEAN FTA）の利用



率は上昇し、交差効果として、二国間 FTA（日 ASEAN FTA）の関税率が低下すれば、日 ASEAN 
FTA（二国間 FTA）の利用率は下落していることが分かった。さらに、二国間 FTA では自己
効果が大きく、日 ASEAN FTA では交差効果が大きく働くことも明らかとなった。 

 タイの ASEAN 諸国からの輸入における関税スキーム選択を分析した。本貿易フローでは、
最恵国待遇スキームに加え、6つの FTA が利用可能であるため、より多様な関税スキームの
中からの選択となる。取引レベルの輸入データを用いながら、離散的選択モデルを推定し
た。結果として、まず取引額が大きいほど、最恵国待遇スキームではなく、FTA スキームが
用いられること、そして FTA スキームの中では、より原産地規則が厳しくない FTA スキー
ム、もしくはより特恵関税率が低い FTA スキームが選択されていることが実証的に示され
た。 

 タイ、インドネシア、フィリピン、韓国、日本、台湾における、アジア 16ヵ国からの輸入
時の FTA 利用率について分析を行った。実証分析の結果、先行研究で示されているように、
特恵マージン（最恵国待遇税率と FTA 税率の差）が大きいほど、輸出国の国際競争力が高い
ほど、輸入国の市場規模が大きいほど、FTA が選択されていることが分かった。さらに、完
成品を輸入するときほど FTA 利用率が高いこと、また外資系企業の活動規模の大きい輸入
国ほど FTA 利用率が低いことが新たに示された。 

 
【FTA 利用コスト】 
 タイの中国からの輸入時における FTA 利用コストを、原産地規則遵守にかかるコストと原

産地証明にかかるコストに分けて計測を行った。結果として、中位数で評価すると、原産地
規則遵守にかかるコストは製造原価の 4％程度であること、原産地証明にかかるコストは輸
出固定費を 25％程度増加させることが明らかとなった。また、原産地規則遵守にかかるコ
ストがゼロになると FTA 利用率は 32パーセント・ポイント上昇すること、原産地証明にか
かるコストが半減すると FTA 利用率は 13 パーセント・ポイント上昇することも示された。 

 タイ、インドネシア、フィリピン、韓国、日本の ASEAN 諸国からの輸入に焦点を当て、原産
地規則遵守にかかるコストと原産地証明にかかるコストを計測した。結果として、全分析対
象の中位数で評価すると、原産地規則遵守にかかるコストは製造原価の 1.5％程度であるこ
と、原産地証明にかかるコストは輸出固定費を 14％程度増加させることが明らかとなった。
さらに、これらのコストの決定要因を分析したところ、輸出入国における港湾の効率性や汚
職度がこれらのコストと有意に関連していることが明らかとなった。 

 
その他の関税率周りを対象とした分析で派生的に明らかとなった結果は以下の通りである。 
 世界大の貿易データを分析した結果、グローバル・バリュー・チェーンが発展している産業

ほど、関税削減が貿易を増加させる効果が大きいことが示された。 
 タイの企業レベル貿易データを分析した結果、輸入時の FTA 利用は輸出増加につながって

おらず、むしろ最恵国待遇税率やその他の特恵税率を用いている企業のほうが輸出を増加
させていることが明らかとなった。これは輸入時に FTA を利用している企業は主に国内市
場をメインの製品販売先としているためであり、このことは FTA 利用が必ずしもグローバ
ル・バリュー・チェーンの促進につながらないことを示している。 

 日本の卸売企業における関税パススルーを分析した結果、輸入卸売企業は、関税低下分のう
ち 3分の 1程度のレントを得ていることが示された。 

 日本の雇用に対する実証分析の結果、中国からの輸入増加は雇用を減少させているが、FTA
利用による輸入増加は負の影響を与えていないことが示された。 

 ASEAN における中国からの輸入増加は、むしろ ASEAN 域内貿易を拡大させていることが示さ
れた。 

 中国の企業レベル貿易を分析した結果、中国の生産品関税率、投入品関税率、サービス分野
規制、相手国の生産品関税率のうち、輸出製品の品質向上に最も量的に貢献しているのは、
中国の投入品関税率の低下であることが示された。 
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